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各派内示・記者会見資料 （令和５年２月９日）

令和 ５ 年 ２ 月 秋田市議会定例会提出予定案件

件 名 説 明

「 予 算 案 」 30件

１ 令和５年度秋田市一般会計予算の ○資料別紙

件

２ 令和５年度秋田市土地区画整理会

計予算の件

３ 令和５年度秋田市市有林会計予算

の件

４ 令和５年度秋田市市営墓地会計予

算の件

５ 令和５年度秋田市中央卸売市場会

計予算の件

６ 令和５年度秋田市公設地方卸売市

場会計予算の件

７ 令和５年度秋田市大森山動物園会

計予算の件

８ 令和５年度秋田市廃棄物発電会計

予算の件

９ 令和５年度秋田市病院事業債管理

会計予算の件

10 令和５年度秋田市学校給食費会計

予算の件

11 令和５年度秋田市国民健康保険事

業会計予算の件
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12 令和５年度秋田市母子父子寡婦福 ○資料別紙

祉資金貸付事業会計予算の件

13 令和５年度秋田市介護保険事業会

計予算の件

14 令和５年度秋田市後期高齢者医療

事業会計予算の件

15 令和５年度秋田市水道事業会計予

算の件

16 令和５年度秋田市下水道事業会計

予算の件

17 令和５年度秋田市農業集落排水事

業会計予算の件

18 令和４年度秋田市一般会計補正予

算（第10号）の件

19 令和４年度秋田市土地区画整理会

計補正予算（第３号）の件

20 令和４年度秋田市市有林会計補正

予算（第１号）の件

21 令和４年度秋田市市営墓地会計補

正予算（第２号）の件

22 令和４年度秋田市廃棄物発電会計

補正予算（第２号）の件

23 令和４年度秋田市病院事業債管理

会計補正予算（第１号）の件

24 令和４年度秋田市学校給食費会計

補正予算（第３号）の件
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25 令和４年度秋田市国民健康保険事 ○資料別紙

業会計補正予算（第２号）の件

26 令和４年度秋田市介護保険事業会

計補正予算（第３号）の件

27 令和４年度秋田市後期高齢者医療

事業会計補正予算（第１号）の件

28 令和４年度秋田市水道事業会計補

正予算（第２号）の件

29 令和４年度秋田市下水道事業会計

補正予算（第２号）の件

30 令和４年度秋田市農業集落排水事

業会計補正予算（第２号）の件

「 条 例 案 」 20件

31 秋田市情報公開・個人情報保護審 ○改正理由

査会条例の一部を改正する条例の 秋田市議会の個人情報の保護に関する条

一部を改正する件 例（令和４年秋田市条例第47号）の施行に

伴い、情報公開・個人情報保護審査会の所

掌事務を改めるとともに、規定を整備する

ため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 情報公開・個人情報保護審査会の所掌

事務に、秋田市議会の個人情報の保護に

関する条例の規定による諮問に係る審査

請求について調査審議することを加える。

２ 秋田市公文書管理条例の一部を改正す

る条例の一部を改正し、規定を整備する。

３ その他規定を整備する。

○施行期日

公布の日から

32 特別職の職員の給与に関する条例 ○改正理由

の一部を改正する件 特別職の職員の給料月額および期末手当

の額を減ずる特例措置の期間を延長するた
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め、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 市長等の給料月額を減ずる特例措置の

期間を令和６年３月31日まで延長する。

２ 市長等の期末手当の額を減ずる特例措

置の期間を令和５年12月まで延長する。

○施行期日

令和５年４月１日から

33 教育長の給与、勤務時間その他の ○改正理由

勤務条件および職務に専念する義 教育長の給料月額および期末手当の額を

務の特例に関する条例の一部を改 減ずる特例措置の期間を延長するため、改

正する件 正しようとするもの

○改正要旨

１ 教育長の給料月額を減ずる特例措置の

期間を令和６年３月31日まで延長する。

２ 教育長の期末手当の額を減ずる特例措

置の期間を令和５年12月まで延長する。

○施行期日

令和５年４月１日から

34 秋田市立千秋美術館条例および秋 ○改正理由

田市旅館業法施行条例の一部を改 博物館法の一部改正（令和４年法律第24

正する件 号）に伴い、規定を整備するため、改正し

･博物館法の一部を改正する法律(令和４年法律第24号):令和４ ようとするもの

年４月15日公布、一部を除き令和５年４月１日施行 ○改正要旨

次に掲げる条例について、規定を整備す

る。

(1) 秋田市立千秋美術館条例

(2) 秋田市旅館業法施行条例

○施行期日

令和５年４月１日から

35 秋田市国民健康保険条例の一部を ○改正理由

改正する件 出産育児一時金の額を引き上げるととも

･健康保険法施行令等の一部を改正する政令(令和５年政令第23 に、被保険者としない者について定めるた

号):令和５年２月１日公布、令和５年４月１日施行 め、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 児童福祉施設に入所している児童等で

あって、扶養義務者のないものは、被保
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険者としないこととする。

２ 出産育児一時金の額を40万8,000円から

48万8,000円に引き上げる。

○施行期日等

令和５年４月１日から。条例の施行に関

し必要な経過措置を規定する。

36 秋田市社会福祉審議会条例等の一 ○改正理由

部を改正する件 子ども・子育て支援法の一部改正（令和

･こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律 ４年法律第76号）に伴い、規定を整備する

(令和４年法律第76号):令和４年６月22日公布、一部を除き令和 ため、改正しようとするもの

５年４月１日施行 ○改正要旨

次に掲げる条例について、規定を整備す

る。

(1) 秋田市社会福祉審議会条例

(2) 秋田市特定教育・保育施設および特

定地域型保育事業の利用者負担額等に

関する条例

(3) 秋田市子ども・子育て支援法に基づ

く過料に関する条例

○施行期日

令和５年４月１日から

37 秋田市指定通所支援の事業等の人 ○改正理由

員、設備および運営に関する基準 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業

を定める条例の一部を改正する件 等の人員、設備及び運営に関する基準の一

･児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省 部改正（令和４年厚生労働省令第159号）等

令(令和４年厚生労働省令第159号):令和４年11月30日公布、令 に伴い、指定通所支援の事業等における障

和５年４月１日施行 害児の安全の確保に係る運営に関する基準

･民法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係 等を改めるため、改正しようとするもの

省令の整備に関する省令(令和４年厚生労働省令第167号):令和 ○改正要旨

４年12月16日公布、同日施行 １ 指定児童発達支援事業者等の従業者は、

･児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省 障害児の支援に支障がない場合に限り、

令(令和４年厚生労働省令第175号):令和４年12月28日公布、一 障害児と交流する保育所等の児童への保

部を除き令和５年４月１日施行 育に併せて従事することができることと

する。

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児の

安全の確保を図るため、指定児童発達支

援事業所ごとに安全計画を策定し、当該

計画に従い必要な措置を講じなければな
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らないこととする。

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の

移動のために自動車を運行するときは、

障害児の乗車および降車の際に、点呼等

により当該障害児の所在を確認しなけれ

ばならないこととする。

４ その他規定を整備する。

○施行期日等

令和５年４月１日から。条例の施行に関

し必要な経過措置を規定する。

38 秋田市放課後児童健全育成事業の ○改正理由

設備および運営に関する基準を定 放課後児童健全育成事業の設備及び運営

める条例の一部を改正する件 に関する基準の一部改正（令和４年厚生労

･児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省 働省令第159号）等に伴い、放課後児童健全

令(令和４年厚生労働省令第159号):令和４年11月30日公布、令 育成事業における利用者の安全の確保に係

和５年４月１日施行 る運営に関する基準等を改めるため、改正

･児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省 しようとするもの

令(令和４年厚生労働省令第175号):令和４年12月28日公布、一 ○改正要旨

部を除き令和５年４月１日施行 １ 放課後児童健全育成事業者は、利用者

の安全の確保を図るため、放課後児童健

全育成事業所ごとに安全計画を策定し、

当該計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならないこととする。

２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者

の移動のために自動車を運行するときは、

利用者の乗車および降車の際に、点呼等

により当該利用者の所在を確認しなけれ

ばならないこととする。

３ 放課後児童健全育成事業者は、感染症

等の発生時における業務継続計画を策定

し、当該計画に従い必要な措置を講ずる

よう努めなければならないこととする。

４ 放課後児童健全育成事業者は、感染症

の予防等の研修および訓練を定期的に実

施するよう努めなければならないことと

する。

○施行期日等

令和５年４月１日から。条例の施行に関

し必要な経過措置を規定する。
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39 秋田市児童福祉施設の設備および ○改正理由

運営に関する基準を定める条例の 児童福祉施設の設備及び運営に関する基

一部を改正する件 準の一部改正（令和４年厚生労働省令第159

･児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省 号）等に伴い、児童福祉施設における児童

令(令和４年厚生労働省令第159号):令和４年11月30日公布、令 の安全の確保に係る運営に関する基準等を

和５年４月１日施行 改めるため、改正しようとするもの

･民法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係 ○改正要旨

省令の整備に関する省令(令和４年厚生労働省令第167号):令和 １ 児童福祉施設は、児童の安全の確保を

４年12月16日公布、同日施行 図るため、安全計画を策定し、当該計画

･児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省 に従い必要な措置を講じなければならな

令(令和４年厚生労働省令第175号):令和４年12月28日公布、一 いこととする。

部を除き令和５年４月１日施行 ２ 児童福祉施設は、児童の移動のために

自動車を運行するときは、児童の乗車お

よび降車の際に、点呼等により当該児童

の所在を確認しなければならないことと

する。

３ 保育に支障がない場合は、保育所の設

備および職員の一部を併設する他の社会

福祉施設の設備および職員として兼ねさ

せることができることとする。

４ 懲戒に係る規定を削る。

５ 児童福祉施設は、感染症等の発生時に

おける業務継続計画を策定し、当該計画

に従い必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならないこととする。

６ 児童福祉施設は、感染症の予防等の研

修および訓練を定期的に実施するよう努

めなければならないこととする。

７ 看護師等を保育士としてみなすことが

できる場合について、乳児の数の要件を

廃止すること等とする。

○施行期日等

令和５年４月１日から。条例の施行に関

し必要な経過措置を規定する。

40 秋田市特定教育・保育施設および ○改正理由

特定地域型保育事業の運営に関す 子ども・子育て支援法の一部改正（令和

る基準を定める条例の一部を改正 ４年法律第76号）等に伴い、規定を整備す

する件 るため、改正しようとするもの

･こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律 ○改正要旨
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(令和４年法律第76号):令和４年６月22日公布、一部を除き令和 規定を整備する。

５年４月１日施行 ○施行期日

･特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・ 令和５年４月１日から

子育て支援施設等の運営に関する基準の一部を改正する内閣府令

(令和４年内閣府令第65号):令和４年12月16日公布、同日施行

41 秋田市認定こども園の認定の要件 ○改正理由

に関する条例の一部を改正する件 認定こども園における自動車の運行に係

･こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律 る管理運営等の認定の要件を定めるととも

(令和４年法律第76号):令和４年６月22日公布、一部を除き令和 に、規定を整備するため、改正しようとす

５年４月１日施行 るもの

･就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関 ○改正要旨

する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内閣総理大臣、文 １ 認定こども園の職員は、子どもの心身

部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する に有害な影響を与える行為をしてはなら

基準の一部を改正する件(令和４年内閣府・文部科学省・厚生労働 ないこととする。

省告示第２号):令和４年12月28日公布、令和５年４月１日施行 ２ 認定こども園は、子どもの移動のため

･就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関 に自動車を運行するときは、子どもの乗

する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内閣総理大臣、文 車および降車の際に、点呼等により当該

部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する 子どもの所在を確認しなければならない

基準の一部を改正する件(令和５年内閣府・文部科学省・厚生労働 こととする。

省告示第１号):令和５年２月３日公布、令和５年４月１日施行 ３ 教育保育従事職員については、当分の

間、１人に限り、看護師等をもって代え

ることができること等とする。

４ 教育保育従事職員の数に関する基準の

対象となる者に看護師等を加える。

５ その他規定を整備する。

○施行期日等

令和５年４月１日から。条例の施行に関

し必要な経過措置を規定する。

42 秋田市幼保連携型認定こども園の ○改正理由

設備および運営に関する基準を定 幼保連携型認定こども園の学級の編制、

める条例の一部を改正する件 職員、設備及び運営に関する基準の一部改

･幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関 正（令和５年内閣府・文部科学省・厚生労

する基準の一部を改正する命令(令和４年内閣府・文部科学省・厚 働省令第１号）等に伴い、幼保連携型認定

生労働省令第３号):令和４年12月16日公布、同日施行 こども園の職員の配置の基準等を改めるた

･幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関 め、改正しようとするもの

する基準の一部を改正する命令(令和５年内閣府・文部科学省・厚 ○改正要旨

生労働省令第１号):令和５年２月３日公布、令和５年４月１日施 １ 保育に支障がない場合は、幼保連携型

行 認定こども園の職員又は設備の一部を他
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の社会福祉施設の職員又は設備として兼

ねさせることができることとする。

２ 懲戒に係る規定を削る。

３ 幼保連携型認定こども園は、感染症等

の発生時における業務継続計画を策定し、

当該計画に従い必要な措置を講ずるよう

努めなければならないこととする。

４ 園児の保育に直接従事する職員につい

ては、当分の間、１人に限り、看護師等

をもって代えることができること等とす

る。

５ 保育教諭の数に関する基準の対象とな

る者に看護師等を加える。

○施行期日

令和５年４月１日から

43 秋田市家庭的保育事業等の設備お ○改正理由

よび運営に関する基準を定める条 家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

例の一部を改正する件 る基準の一部改正（令和４年厚生労働省令

･児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省 第159号）等に伴い、家庭的保育事業等にお

令(令和４年厚生労働省令第159号):令和４年11月30日公布、令 ける利用乳幼児の安全の確保に係る運営に

和５年４月１日施行 関する基準等を改めるため、改正しようと

･民法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係 するもの

省令の整備に関する省令(令和４年厚生労働省令第167号):令和 ○改正要旨

４年12月16日公布、同日施行 １ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の

･児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省 安全の確保を図るため、家庭的保育事業

令(令和４年厚生労働省令第175号):令和４年12月28日公布、一 所等ごとに安全計画を策定し、当該計画

部を除き令和５年４月１日施行 に従い必要な措置を講じなければならな

いこととする。

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の

移動のために自動車を運行するときは、

利用乳幼児の乗車および降車の際に、点

呼等により当該利用乳幼児の所在を確認

しなければならないこととする。

３ 保育に支障がない場合に限り、家庭的

保育事業所等の設備および職員の一部を

併設する他の社会福祉施設の設備および

職員として兼ねさせることができること

とする。

４ 懲戒に係る規定を削除とする。
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５ 家庭的保育事業者等は、感染症の予防

等の研修および訓練を定期的に実施する

よう努めなければならないこととする。

○施行期日等

令和５年４月１日から。条例の施行に関

し必要な経過措置を規定する。

44 秋田市道路占用等に関する条例の ○改正理由

一部を改正する件 占用料の額を改定するため、改正しよう

･道路法施行令の一部を改正する政令(令和４年政令第378号): とするもの

令和４年12月14日公布、令和５年４月１日施行 ○改正要旨

占用料の額を改定する。

○施行期日等

令和５年４月１日から。条例の施行に関

し必要な経過措置を規定する。

45 秋田市建築基準法関係手数料条例 ○改正理由

の一部を改正する件 建築基準法の一部改正（令和４年法律第

･脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の 69号）に伴い、建築物の容積率の特例認定

向上に関する法律等の一部を改正する法律(令和４年法律第69号) 申請手数料等を定めるとともに、規定を整

:令和４年６月17日公布、一部を除き令和５年４月１日施行 備するため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 次の手数料を新設する。

(1) 建築物の容積率の特例認定申請手数

料

(2) 建築物の高さの特例許可申請手数料

(3) 高度地区における建築物の高さの特

例許可申請手数料

２ その他規定を整備する。

○施行期日

令和５年４月１日から

46 秋田市建築物エネルギー消費性能 ○改正理由

適合性判定等手数料条例の一部を 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

改正する件 る省令の一部改正（令和４年経済産業省・

･建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する 国土交通省令第２号）等に伴い、簡易な評

省令(令和４年経済産業省・国土交通省令第１号):令和４年８月 価方法による建築物エネルギー消費性能向

16日公布、令和４年10月１日施行 上計画に係る認定申請手数料等を定めると

･建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する ともに、規定を整備するため、改正しよう

省令(令和４年経済産業省・国土交通省令第２号):令和４年11月 とするもの
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７日公布、同日施行 ○改正要旨

１ 一戸建ての住宅における簡易な評価方

法による建築物エネルギー消費性能向上

計画に係る認定申請手数料等を定める。

２ その他規定を整備する。

○施行期日

公布の日から

47 秋田市低炭素建築物新築等計画認 ○改正理由

定等手数料条例の一部を改正する 簡易な評価方法による低炭素建築物新築

件 等計画に係る認定申請手数料等を定めると

ともに、規定を整備するため、改正しよう

とするもの

○改正要旨

１ 一戸建ての住宅における簡易な評価方

法による低炭素建築物新築等計画に係る

認定申請手数料等を定める。

２ その他規定を整備する。

○施行期日

公布の日から

48 秋田市立学校給食共同調理場設置 ○改正理由

条例の一部を改正する件 太平中学校、豊岩中学校および下浜中学

校の廃止に伴い、下浜小学校、豊岩小学校

共同調理場の設置等を行うため、改正しよ

うとするもの

○改正要旨

１ 太平小学校、太平中学校共同調理場を

廃止する。

２ 下北手小学校、下北手中学校共同調理

場の名称を下北手小学校等共同調理場に

改める。

３ 下浜小学校、豊岩小学校共同調理場を

設置する。

○施行期日

令和５年４月１日から

49 秋田市水道事業等の設置等に関す ○改正理由

る条例の一部を改正する件 仁井田浄水場の更新等ならびに下新城北

部農業集落排水施設および下新城南部農業
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集落排水施設の廃止に伴い、水道事業の給

水人口等および農業集落排水事業の排水区

域面積等を改めるため、改正しようとする

もの

○改正要旨

１ 水道事業の給水人口および１日最大給

水量を改めるとともに、規定を整備する。

２ 農業集落排水事業の排水区域面積、排

水人口および１日最大処理能力を改める。

○施行期日

令和５年４月１日から

50 秋田市農業集落排水施設条例の一 ○改正理由

部を改正する件 下新城北部農業集落排水施設および下新

城南部農業集落排水施設を廃止するため、

改正しようとするもの

○改正要旨

下新城北部農業集落排水施設および下新

城南部農業集落排水施設を廃止する。

○施行期日等

令和５年４月１日から。条例の施行に関

し必要な経過措置を規定する。

「 単 行 案 」 26件

51 令和４年度秋田市一般会計補正予 ○除排雪関係経費に不足をきたし、補正す

算（第９号）に関する専決処分に るため専決処分した件について、議会の承

ついて承認を求める件 認を求めようとするもの

・専決処分年月日 令和５年２月６日

・補 正 額 1,000,000千円

・補正後の一般会計予算額

151,957,326千円

（補正後の除排雪関係経費予算額）

2,200,000千円

※専決処分した理由

今冬の予想を上回る降雪状況等に伴う除

排雪経費の補正について特に緊急を要し、

議会を招集する時間的余裕がなかったため

※提出根拠法：地方自治法第179条第３項
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52 公立大学法人秋田公立美術大学が ○工芸体験棟、ギャラリー棟および地域交

徴収する料金の上限の変更を認可 流棟を学生のアトリエ等として活用するこ

する件 とに伴い、一般利用の使用料を削除しよう

とするもの

※提出根拠法：地方独立行政法人法第23条第２項

53 地方独立行政法人市立秋田総合病 ○個人情報の保護に関する法律の一部改正

院第２期中期計画の一部の変更を （令和３年法律第37号）等に伴い、第２期

認可する件 中期計画の一部の変更を認可しようとする

もの

※提出根拠法：地方独立行政法人法第83条第３項

54 包括外部監査契約を締結する件 ○令和５年度の包括外部監査契約を締結し

ようとするもの

・契約の目的 当該契約に基づく監査およ

び監査の結果に関する報告

・契約の期間

令和５年４月１日～令和６年３月31日

・契 約 金 額 6,688,000円を上限とする額

・契約の相手 津村隆(資格：公認会計士)

※提出根拠法：地方自治法第252条の36第１項

55 秋田市外旭川地区コミュニティセ ○外旭川地区コミュニティセンターの指定

ンターの指定管理者を指定する件 管理者を指定しようとするもの

・指定管理者

外旭川地区コミュニティセンター管理

運営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

56 秋田市勝平地区コミュニティセン ○勝平地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

勝平地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項
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57 秋田市浜田地区コミュニティセン ○浜田地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

浜田地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

58 秋田市下浜地区コミュニティセン ○下浜地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

下浜地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

59 秋田市港北地区コミュニティセン ○港北地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

港北地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

60 秋田市下新城地区コミュニティセ ○下新城地区コミュニティセンターの指定

ンターの指定管理者を指定する件 管理者を指定しようとするもの

・指定管理者

下新城地区コミュニティセンター管理

運営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

61 秋田市飯島南地区コミュニティセ ○飯島南地区コミュニティセンターの指定

ンターの指定管理者を指定する件 管理者を指定しようとするもの

・指定管理者

飯島南地区コミュニティセンター管理
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運営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

62 秋田市土崎みなと歴史伝承館の指 ○土崎みなと歴史伝承館の指定管理者を指

定管理者を指定する件 定しようとするもの

・指定管理者

土崎みなと街づくり協議会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

63 秋田市大住地区コミュニティセン ○大住地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

大住地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

64 秋田市明徳地区コミュニティセン ○明徳地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

明徳地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

65 秋田市太平地区コミュニティセン ○太平地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

太平地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項
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66 秋田市下北手地区コミュニティセ ○下北手地区コミュニティセンターの指定

ンターの指定管理者を指定する件 管理者を指定しようとするもの

・指定管理者

下北手地区コミュニティセンター管理

運営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

67 秋田市泉地区コミュニティセンタ ○泉地区コミュニティセンターの指定管理

ーの指定管理者を指定する件 者を指定しようとするもの

・指定管理者

泉地区コミュニティセンター管理運営

委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

68 秋田市八橋地区コミュニティセン ○八橋地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

八橋地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

令和５年４月１日～令和10年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

69 市道路線を認定する件 ○宅地造成に伴い新設された道路等を一般

交通の用に供するため、市道路線に認定し

ようとするもの

・認定路線 ５路線 延長596.70ｍ

・認定後の市道路線延長 約2,026.2km

※提出根拠法：道路法第８条第２項

70 秋田市立日新小学校増改築建築工 ○秋田市立日新小学校増改築建築工事請負

事請負契約を締結する件 契約を締結しようとするもの

・工事場所 秋田市新屋栗田町24番１号

・契約金額 2,911,700,000円

・契 約 先 住建・珍田・伊藤工業建設工

事共同企業体
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・工 期 令和６年11月29日まで

・工事概要

校 舎 棟 木造一部ＲＣ造３階建て

給 食 棟 鉄骨造２階建て

屋内運動場棟 ＲＣ造一部鉄骨造２階建て

延 べ 面 積 9,659.82㎡

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

71 秋田市立日新小学校増改築電気設 ○秋田市立日新小学校増改築電気設備工事

備工事請負契約を締結する件 請負契約を締結しようとするもの

・工事場所 秋田市新屋栗田町24番１号

・契約金額 412,500,000円

・契 約 先 羽後電設・本荘電気・松澤電

気特定建設工事共同企業体

・工 期 令和６年11月29日まで

・工事概要

受変電設備工事

電灯設備工事

音響設備工事

火災報知設備工事ほか

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

72 秋田市立日新小学校増改築機械設 ○秋田市立日新小学校増改築機械設備工事

備工事請負契約を締結する件 請負契約を締結しようとするもの

・工事場所 秋田市新屋栗田町24番１号

・契約金額 425,260,000円

・契 約 先 山二・羽後・カミオ特定建設

工事共同企業体

・工 期 令和６年11月29日まで

・工事概要

空気調和設備工事

給排水衛生設備工事ほか

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

73 除雪グレーダを買い入れる件 ○除雪グレーダを買い入れようとするもの

・納品場所 秋田市寺内字蛭根85番地９

秋田市建設部道路維持課車庫

・契約金額 73,700,000円

・契 約 先 コマツ秋田株式会社秋田支店

・納 期 令和５年12月28日まで
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・主要諸元

条 件 除雪グレーダ（４．０ｍ級）

数 量 ２台

全 長 10,000㎜以下

全 幅 2,700㎜以下

乗車定員 １名

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

74 土地を買い入れる件 ○下新城大規模堆雪場（仮称）整備に伴い

必要となる土地を取得しようとするもの

・所 在 秋田市下新城中野字街道端西

240番50他３筆

・種 類 山林

・面 積 7,932㎡

・契約金額 21,019,800円

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

75 土地を買い入れる件 ○下新城大規模堆雪場（仮称）整備に伴い

必要となる土地を取得しようとするもの

・所 在 秋田市下新城中野字街道端西

240番30他３筆

・種 類 山林

・面 積 12,265㎡

・契約金額 32,502,250円

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

76 土地を買い入れる件 ○下新城大規模堆雪場（仮称）整備に伴い

必要となる土地を取得しようとするもの

・所 在 秋田市下新城中野字街道端西

240番29他３筆

・種 類 山林

・面 積 10,040㎡

・契約金額 26,606,000円

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項



- 19 -

「 追加提案 」

「 人 事 案 」 ７件

77 秋田市教育委員会教育長の任命に ○教育長佐藤孝哉氏の任期満了（令和５年

ついて同意を求める件 ５月12日付）に伴い、その後任の任命につ

いて同意を求めようとするもの

・任期３年

※提出根拠法：地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項

78 秋田市教育委員会委員の任命につ ○教育委員会委員藤垣眞紀子氏の任期満了

いて同意を求める件 （令和５年３月31日付）に伴い、その後任

の任命について同意を求めようとするもの

・任期４年

※提出根拠法：地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項

79 秋田市監査委員の選任について同 ○監査委員島﨑正実氏の任期満了（令和５

意を求める件 年３月31日付）に伴い、その後任の選任に

ついて同意を求めようとするもの

・任期４年

※提出根拠法：地方自治法第196条第１項

80 人権擁護委員の候補者の推薦につ ○人権擁護委員浅野進氏の任期満了（令和

いて意見を求める件 ５年６月30日付）に伴い、その後任候補者

の推薦について意見を求めるもの

・任期３年

※提出根拠法：人権擁護委員法第６条第３項

81 人権擁護委員の候補者の推薦につ ○人権擁護委員熊谷鉄美氏の任期満了（令

いて意見を求める件 和５年６月30日付）に伴い、その後任候補

者の推薦について意見を求めるもの

・任期３年

※提出根拠法：人権擁護委員法第６条第３項

82 人権擁護委員の候補者の推薦につ ○人権擁護委員鶴田悦子氏の任期満了（令

いて意見を求める件 和５年６月30日付）に伴い、その後任候補

者の推薦について意見を求めるもの

・任期３年

※提出根拠法：人権擁護委員法第６条第３項
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83 人権擁護委員の候補者の推薦につ ○人権擁護委員阿部英子氏の任期満了（令

いて意見を求める件 和５年６月30日付）に伴い、その後任候補

者の推薦について意見を求めるもの

・任期３年

※提出根拠法：人権擁護委員法第６条第３項


